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各地域調整会議における主な意見（地域別：新たな地域医療構想の策定に関するもの）

調整会議 主な意見

福井地域

（8月18日）

• 構想区域の検討に当たっては、現状維持、区域間連携、広域化それぞれの考え方や進め方を明確にする必要があ

る。

• 患者の受療行動や高度・専門医療は既に区域を越えて行われており、構想区域の枠組みだけでなく実際の医療提

供体制を踏まえて検討する必要がある。

• 人口や患者流出入だけでなく、交通アクセスや実際の受療行動も踏まえて構想区域を検討する必要がある。

• 現在の医療提供体制や医療機関の連携は概ね機能しており、構想区域を見直す必要性や地域医療への影響につい

て丁寧な説明が必要である。

• 構想区域の検討に当たっては、急性期医療だけでなく、在宅医療や医療・介護連携、地域の実情も踏まえて判断

する必要がある。

坂井地域
（8月25日）

• 高齢者救急・地域急性期機能を検討するためには、高齢者の疾患別受療動向や救急搬送先など、より詳細な分析

が必要である。

• 高齢化が進む中、誤嚥性肺炎、心不全、大腿骨頸部骨折等の高齢者に多い疾患について、地域でどのように対応

していくか検討する必要がある。

• 福井地域と坂井地域では医療資源や医療従事者の状況が異なるため、地域の実情を踏まえた議論が必要である。

• 高齢化が進む中で、時間外診療や救急医療を含めた地域医療体制をどのように維持していくかが課題である。

• 構想区域や医療機関機能を検討する際には、坂井地域の医師不足や医療資源の状況にも配慮する必要がある。
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各地域調整会議における主な意見（地域別：新たな地域医療構想の策定に関するもの）

調整会議 主な意見

奥越区域

（8月5日）

• 奥越区域は福井・坂井区域への患者流出が多く、高度急性期医療については福井・坂井との連携を前提として考

える必要がある。

• 福井・坂井区域との役割分担を明確化し、急性期を脱した患者の受入れなど、双方向の連携を強化する視点も必

要である。

• 構想区域や医療機関機能を検討するにあたっては、患者流出の要因や受入困難の要因などについて、詳細な分析

を行うべきである。

• 急性期医療については、現在の医療機関の相互連携や救急受入体制は概ね機能しており、現行の構想区域を維持

する考え方もある。

• 構想区域のあり方については、嶺北全体の医療提供体制や高度急性期医療との連携も踏まえ、検討する必要があ

るとの意見もあった。

丹南区域
（8月25日）

• 丹南区域は人口減少や患者流出の状況を踏まえると、構想区域のあり方について検討が必要である。

• 急性期拠点機能については、区域外との連携を前提としながら、区域内で必要な急性期医療機能を確保すること

が重要である。

• 急性期拠点機能だけでなく、地域急性期機能や急性期後の受入れ機能も含め、丹南地域らしい医療機関の役割分

担や連携体制を検討すべきである。

• 構想区域や医療提供体制のあり方については、医療機関だけでなく、住民や自治体の視点も踏まえて検討する必

要がある。

• 小児医療や周産期医療をはじめ、地域に必要な医療機能を維持するための方策を検討すべきである。
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各地域調整会議における主な意見（地域別：新たな地域医療構想の策定に関するもの）

調整会議 主な意見

二州地域

（8月19日）

• 嶺南を一つの構想区域として、市立敦賀病院と公立小浜病院を中心とした医療機関の役割分担や連携を検討し、

区域全体として必要な医療機能を確保していくことが重要である。

• 市立敦賀病院からは、嶺南区域における急性期拠点機能を担う意向が示された。

• 急性期から回復期・慢性期、在宅医療までを含めた嶺南完結型の医療提供体制を目指すべきである。

• 急性期病院だけでなく、回復期・慢性期、在宅復帰支援や看取りを担う医療機関の役割も重要である。

• 限られた医療資源を有効活用するため、医療機関の機能分担や医療人材の最適配置を嶺南全体で検討する視点が

必要である。

• 嶺南区域の流出率や医療完結率については、患者がどのような疾患で区域外の医療機関を受診しているのかなど、

より詳細な分析が必要である。

若狭地域
（8月4日）

• 嶺南を一つの構想区域として、区域全体で不足・重複する医療機能や役割分担を検討すべきである。

• 地元自治体などからは、若狭地域の地理的条件や住民の医療アクセスを踏まえると、公立小浜病院が急性期拠点

機能を担うべきとの意見があった。

• 急性期拠点機能の検討にあたっては、単純な機能集約ではなく、住民の受療環境や搬送時間にも配慮する必要が

ある。

• 人口減少や医療人材不足が進む中でも、小児救急や周産期医療を含め、地域に必要な医療機能を維持する方策を

検討すべきである。

• 県境地域における医療連携の実態も踏まえながら、将来の医療提供体制を検討する必要がある。
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